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＜論文＞

アメリカの医療保障システムと地域市場

櫻 井 潤＊

抄 録：本稿は、アメリカの医療保障システムを地域市場との関係に焦点を当てて考察するこ

とで、それが各地域の医療サービス市場と医療保険市場を基盤として成り立っていることを明

らかにするものである。アメリカの医療保障システムは地域市場を基盤としており、地域市場

の多様な発展が医療保障システムの多様性をもたらしている。地域性とそれに基づく多様性は

医療保障システムの全体を貫徹する論理であり、それは公的部門による強力な統制の下で実施

されているヨーロッパ諸国の医療保障システムとは大きく異なるアメリカ的な特質であるとい

えよう。

キーワード：医療保障、医療保険、国民医療費、地域市場、アメリカ

１ 問題設定

本稿の課題は、アメリカの医療保障システムについ

て、それが各地域の医療サービス市場と医療保険市場を

基盤として成り立っているという特質に焦点を当てて考

察し、システムの全体を貫く地域性とそれに基づく地域

間の多様性を浮き彫りにすることである。アメリカの医

療保障は当初から地域市場を基盤としており、地域市場

の多様な発展が医療保障システムの多様性をもたらして

きた。地域性とそれに基づく多様性は医療保障システム

の全体を貫徹する論理であり、それは２１世紀初頭の現在

も存続している。

本稿では、アメリカの医療保障システムの全体像を地

域性とそれに基づく多様性に着目して考察することで、

地域市場を基盤としていることが医療保障システムの特

質であることを明らかにするとともに、１９９０年代後半以

降のシステムの再編を地域性という視点で検討すること

の重要性と必然性を示したい。

２ 医療保障システムの全体像と地域性に基づく多
様性

表１は、２００９年におけるアメリカ全体の医療保障の加

入状況を示したものである。

第１に、アメリカの医療保障システムの主軸は雇用主

提供医療保険（employer−sponsored health insurance）で

あり、国民の５５．８％が加入している。雇用主提供医療保

険は、各地域の民間企業の雇用主や政府職員の雇用主と

しての政府から、自らの被用者やその家族に対して提供

される福利給付である。雇用主は地域保険市場で医療保

険プランを販売する保険会社やマネジドケア組織

（Managed Care Organizations）との間で、被用者に提供

するプランの種類や各プランの給付内容、患者一部負

担、保険料、利用可能な医療機関などについて交渉し、

その交渉結果に基づいて契約が交わされる。すなわち、

後に詳しく述べるように、雇用主提供医療保険は地域の

医療サービス市場と医療保険市場を基盤として成り立っ

ており、企業や政府と各地域の保険会社やマネジドケア

組織の間で交わされた多様な契約に基づいて地域保険の

プランが別々に設計され、それぞれのプランへの加入が

各地域の被用者に対して選択肢として提供されているの

である。被用者は、雇用主から提示されたプランの中か

ら１つを選択し、そのプランの保険料のうち、被用者が

負担すべき金額を支払うことでプランに加入する。

雇用主提供医療保険の加入資格を持たない者は、地域

保険市場で販売されている個人保険のプランを購入する

ことが可能であるが、その保険料は雇用主提供医療保険

の保険料のうち被用者の負担額に比べるとかなり高額で

あり、多くの人々にとって個人保険の購入は難しい。

２００９年には、雇用主提供医療保険の保険料の平均額は単
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【ニュー・イングランド】
コネティカット ６６．３ ９．６ ７５．３ ９．６ １４．７ ２．２ ２４．７ １２．０
ニューハンプシャー ６８．３ ９．０ ７６．５ ７．９ １５．２ ３．０ ２３．６ １０．５
ヴァーモント ５８．９ ９．６ ６７．９ ２１．９ １５．６ ５．３ ３８．１ ９．９
マサチューセッツ ６６．５ ８．６ ７４．８ ２０．５ １６．５ ２．２ ３５．３ ４．４
メイン ５５．４ １０．６ ６５．９ ２３．５ １８．３ ６．５ ４０．４ １０．２
ロードアイランド ５９．０ ８．５ ６７．３ １７．９ １５．４ ２．５ ３２．７ １２．３
【ミドル・アトランティック】
ニュージャージー ６５．３ ７．１ ７１．３ １１．０ １２．９ ０．８ ２３．０ １５．８
ニューヨーク ５３．７ ６．８ ６０．９ ２２．２ １４．７ １．３ ３５．１ １４．８
ペンシルヴェニア ６１．８ １０．４ ７１．２ １５．７ １６．６ ２．６ ３１．１ １１．４

中
西
部

【東北中央部】
イリノイ ５７．９ １０．０ ６６．５ １５．８ １３．２ ２．５ ２９．１ １４．８
インディアナ ５８．１ １０．３ ６５．８ １６．１ １４．９ ３．３ ３１．８ １４．２
ウィスコンシン ６３．８ １１．０ ７４．４ １５．２ １６．４ ２．６ ３１．０ ９．５
オハイオ ６０．７ ９．２ ６８．５ １４．１ １５．７ ２．６ ２９．２ １４．３
ミシガン ６３．１ ７．１ ６９．９ １４．６ １４．６ １．７ ２８．９ １３．８
【西北中央部】
アイオワ ６２．２ １４．１ ７５．２ １４．２ １３．５ ２．９ ２７．７ １１．４
カンザス ５７．６ １３．０ ７０．８ １１．５ １５．０ ７．５ ２９．９ １３．３
サウスダコタ ５５．８ １６．２ ７０．８ １３．３ １６．３ ７．８ ３２．２ １３．５
ネブラスカ ６１．３ １５．６ ７４．１ １１．４ １４．９ ７．２ ２９．３ １１．５
ノースダコタ ５９．８ ２０．３ ７８．０ ９．０ １３．８ ６．０ ２６．３ １０．７
ミズーリ ５７．１ １１．６ ６７．３ １４．９ １５．９ ４．１ ２９．９ １５．３
ミネソタ ６２．２ １３．９ ７４．８ １４．６ １４．２ ２．６ ２９．２ ８．８

南
部

【サウス・アトランティック】
ウェストヴァージニア ５６．８ ６．０ ６２．３ １７．２ ２１．７ ５．９ ４０．１ １４．０
サウスカロライナ ５４．０ ９．３ ６２．２ １３．６ １７．４ ５．２ ３２．２ １７．０
ジョージア ５４．４ ７．５ ６０．８ １３．９ １０．８ ５．３ ２６．８ ２０．５
デラウェア ６１．６ ７．７ ６７．９ １４．７ １６．５ ３．２ ３１．９ １３．４
ノースカロライナ ５３．８ ８．８ ６１．７ １４．０ １５．３ ６．３ ３２．２ １８．０
ヴァージニア ６３．０ ７．４ ７０．０ １０．４ １３．１ ９．９ ３０．１ １３．０
フロリダ ４８．２ １０．５ ５７．４ １２．８ １８．６ ６．３ ３２．６ ２２．４
メリーランド ６６．７ ６．９ ７３．０ ９．７ １２．４ ４．４ ２４．２ １４．０
ワシントンD.C. ５６．７ ８．１ ６３．７ ２３．１ １１．５ １．７ ３３．３ １２．４
【東南中央部】
アラバマ ５６．４ ８．０ ６２．６ １７．２ １６．９ ３．７ ３４．３ １６．９
ケンタッキー ５５．９ ７．３ ６２．６ １７．５ １５．９ ４．８ ３３．１ １６．２
テネシー ５１．３ ８．９ ５９．９ １６．３ １６．５ ７．２ ３５．８ １５．４
ミシシッピ ４４．７ ８．９ ５３．１ ２２．８ １６．４ ４．５ ４０．２ １７．６
【西南中央部】
アーカンソー ４７．２ ８．８ ５５．３ １６．１ １８．０ ５．８ ３５．６ １９．２
オクラホマ ５３．６ ７．９ ６０．９ １４．９ １６．０ ８．２ ３４．２ １８．１
テキサス ４８．２ ６．２ ５３．８ １６．０ １１．１ ４．３ ２８．１ ２６．１
ルイジアナ ５５．４ ８．３ ６２．６ １７．５ １５．９ ４．８ ３３．１ １６．０

西
部

【山岳部】
アイダホ ５５．９ １５．４ ６８．５ １３．４ １３．５ ３．９ ２７．０ １５．２
アリゾナ ４７．８ １０．６ ５６．７ ２０．１ １３．０ ４．０ ３４．０ １９．６
コロラド ５９．５ １０．６ ６９．５ １１．９ １１．２ ５．６ ２６．０ １５．３
ニューメキシコ ４５．０ ６．９ ５１．２ ２１．１ １４．８ ６．７ ３７．１ ２１．７
ネヴァダ ５７．８ ６．５ ６４．０ １０．１ １２．０ ６．６ ２４．６ ２０．８
モンタナ ５０．０ １５．４ ６６．５ １２．８ １８．２ ５．８ ３２．５ １５．４
ユタ ６５．３ ８．８ ７３．４ ９．２ ９．７ ３．２ ２０．３ １４．８
ワイオミング ５６．５ １２．３ ６８．７ １１．０ １３．５ ７．３ ２７．８ １５．８
【海洋部】
アラスカ ５６．９ ５．３ ６０．９ １２．５ ９．７ １４．３ ３２．９ １７．７
オレゴン ５４．９ １４．１ ６７．１ １２．８ １５．５ ４．５ ２９．３ １７．７
カリフォルニア ４９．８ ８．４ ５８．１ １８．９ １２．０ ２．８ ３０．３ ２０．０
ハワイ ６５．１ ６．８ ７１．０ １５．１ １６．８ １０．０ ３７．１ ８．２
ワシントン ５９．７ １０．２ ６９．１ １５．７ １２．５ ７．７ ３２．１ １２．９

全米 ５５．８ ８．９ ６３．９ １５．７ １４．３ ４．１ ３０．６ １６．７

表１ 各州の医療保障の加入状況（州の人口に占める割合）（２００９年）

※１ U. S. Census Bureauの地理区分に基づいて地域を分類した（他の図表も同様）。
※２ メディケイドと医療保険加入支援制度（CHIP）。
出所）U. S. Department of Health and Human Services, Centers for Medicare and Medicaid Servicesのウェブサイト（http : //www.
census.gov/hhes/www/hlthins/data/historical/original.html；http : //www.census.gov/hhes/www/hlthins/data/historical/index.html）；Census
Bureauのウェブサイト（http : //www.census.gov/geo/www/us_regdiv.pdf#search=’census bureau region map’）より作成。
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身で加入する場合で月額４０２ドル１であり、雇用主拠出の

平均額である３３７ドルを差し引くと、被用者の負担額の

平均は６５ドルである。それに対して、同年には個人保険

の保険料の平均額は月額２４９ドル２であり、雇用主拠出が

ないので、加入者がその全額を支払うことになる。しか

も、多くの個人保険プランの保障内容は雇用主提供医療

保険のそれよりも限定的であり、個人保険の保険料は相

対的に割高である。それにもかかわらず、個人保険のプ

ランを購入する人々は、雇用主提供医療保険の保険料の

うち被用者の負担額の３．８倍も多くの保険料を支払わな

ければならないのである。個人保険の加入率は８．９％で

あり、雇用主提供医療保険の加入率よりもはるかに低い。

第２に、国民の３０．６％は公的医療保障制度を通して医

療保障を獲得している。公的医療保障制度の主力は、公

的医療保険のメディケア（Medicare）と、医療扶助のメ

ディケイド（Medicaid）や医療保険加入支援制度（Chil-

dren’s Health Insurance Program；CHIP）である。メディ

ケアは６５歳以上の高齢者と一部の障害者を対象としてお

り、全国民の１４．３％がメディケアを通して医療保障を獲

得している。メディケイドとCHIPのいずれかの加入者

は全国民の１５．７％を占めており、メディケイドが現金扶

助の受給者などを対象としている一方で、CHIPはメ

ディケイドの所得要件を満たしていないワーキング・プ

ア世帯の子どもと妊婦などの一部の成人に対して医療保

険への加入を促すことを目的とする医療扶助である。こ

れらの他にも、現役の軍人や退役軍人とその家族や遺族

を対象とするトライケア（TRICARE）や州政府によっ

て独自に実施される公的医療保障制度など、連邦・州・

地方政府のそれぞれが多様な公的医療保障制度を実施し

ている。これらの公的医療保障制度は地域市場の発展を

前提として創設されたものであり、雇用主提供医療保険

と同様にそれらを基盤として実施されている。

第３に、雇用主提供医療保険を中心とする民間医療保

険と公的医療保障制度のどちらからも保障されておら

ず、確実な医療保障を持たない無保険者（uninsured）が

約５，０００万人も存在しており、アメリカの国民に占める

無保険者の比重は１６．７％にも上る。無保険者や不十分な

医療保障しか持たない者（underserved）が怪我を負った

り病を抱えたりした際には、地域病院や地域の診療所な

どで提供される割引診療（discount care）やフリーケア

（free care）３を利用することもできるが、それらは確実

な医療保障とはいえず、これらの人々は不確実な医療保

障に依存しながら不安定な生活を送ることを余儀なくさ

れている。

このように、アメリカの医療保障システムの主軸は地

域市場を基盤とする雇用主提供医療保険であり、それを

補完する形で、地域市場の発展を前提として創設された

公的医療保障制度と地域レベルの割引診療やフリーケア

が存在している。逆からみると、アメリカの医療保障シ

ステムは雇用主提供医療保険だけで成り立っているので

はなく、メディケアとメディケイドやCHIPに加えて、

連邦・州・地方政府によって実施される多様な公的医療

保障制度と、各地域でいっそう多様な形で行われる割引

診療やフリーケアというセーフティネットが存在し、そ

れらが地域市場を基盤とする医療保障制度として機能す

ることではじめて、雇用主提供医療保険を主軸とする医

療保障システムが成立しているのである。

３ 各州の医療保障の加入状況と医療費の地域差

医療保障の加入状況は州ごとにかなり多様である。雇

用主提供医療保険の加入率はニューハンプシャー州で最

も高く、その加入率は６８．３％であるのに対して、ミシ

シッピ州では最も低く、加入率は４４．７％しかない。両州

の加入率の差は２３．６ポイントであり、大きな地域差が存

在することがわかる。公的医療保障制度の加入率も州ご

とに多様であり、加入率が最も高いメイン州の４０．４％と

全米で最も低いニュージャージー州の２３．０％の差は１７．４

ポイントである。特に、医療扶助（メディケイドと

CHIP）の加入率に大きな地域差があり、それが公的医

療保障制度の全体の加入率に大きな影響を及ぼしてい

る。ニューハンプシャー州では雇用主提供医療保険の加

入率が全米で最も高い一方で、医療扶助の加入率は最も

低く７．９％である。加入率が最も高いのはメイン州の

２３．５％であり、ニューハンプシャー州との間で１５．６ポイ

ントもの地域差が存在する。メディケアの加入率の地域

差は１２．０ポイントであるが、この地域差は主に、各州の

１The Henry J. Kaiser Family Foundation and Health Re-

search & Educational Trust (2009), p.31.
２America’s Health Insurance Plans (2009), p.5.

３チャリティーケア（charity care）は割引診療やフリー

ケアの総称としてしばしば用いられるが、それらの提供

が公的制度として実施されている場合もあることなどを

ふまえて、本稿ではこの用語を使用しない。なお櫻井

（２０１１）は、ニューヨーク州ニューヨーク市で実施され

ているHHCオプション（HHC Option）という公的制度

や、ブルックリン区の市立病院のウッドハル医療セン

ター（Woodhull Medical Center）によるアーティスト・

アクセス・プログラム（Artist Access Program）という

HHCオプションのウェイバー制度（waiver program）

を、２１世紀における地域主導の割引診療とフリーケアの

新たなシステムとして考察している。
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人口に占める６５歳以上の高齢者の比重に地域差によって

生じている。

医療保障の加入状況に地域差が存在する結果、無保険

率も州間で２１．７ポイントもの差が生じている。マサ

チューセッツ州の無保険率は４．４％であり、全米で最も

低い。マサチューセッツ州の雇用主提供医療保険と医療

扶助の加入率はともに全米平均を上回っており、結果と

して無保険率が低水準に維持されている。一方で、テキ

サス州では雇用主提供医療保険の加入率が全米平均より

も低い上に、医療扶助の加入率はその低水準を補うほど

には高くはないことから、無保険率は全米で最高の

２６．１％にも上る。つまり、人口が相対的に多いテキサス

州の４人に１人以上の人々が無保険の状態で生活してお

り、無保険者の規模と人口に占める比重でみると、テキ

サス州の無保険の問題は他の州に比べて特に深刻であ

る。

医療保障の加入状況や地域市場の性質などに地域差が

存在することで、医療費にも大きな地域差が生じてい

る。表２は、２００４年の各州の人口と人的医療支出４を整

理したものである。

第１に、各州の人口の分布をみると、カリフォルニア

州の人口が最も多く、それに次いでテキサス州とニュー

ヨーク州の人口規模が大きい。カリフォルニア州民は国

民の１２．２％を占めており、テキサス州とニューヨーク州

の人口の比重はそれぞれ７．７％と６．６％である。人口規模

でみた場合、これらの州は国内でも最大規模の地域市場

を持っているといえよう。

第２に、各州の人的医療支出の規模は人口規模に正比

例して大きくなる傾向にあるが、州民の男女構成や年齢

構成、医療保障の加入状況、医療機関の編成、医療の利

用状況やその構成などの地域差も、支出額の地域差に大

きな影響を及ぼしている。最大の人口を抱えるカリフォ

ルニア州の人的医療支出は全米の合計の１０．７％を占めて

おり、全米の人口に占める比重にくらべると１．５ポイン

ト低い。テキサス州の人的医療支出の比重も人口の比重

よりも１．０ポイント低く、逆にニューヨーク州では１．５ポ

イント高い。

第３に、医療にかかわる地域の諸条件がそれぞれ異な

る結果、州民１人当たりの人的医療支出はユタ州の

３，９６７ドルからワシントンD. C. の８，２７６ドルまで、

４，３０９ドルもの差が存在する。北東部のすべての州では

州民１人当たり支出が全米平均の５，２８３ドルよりも多い

一方で、ユタ州とワイオミング州を除く西部の諸州の金

額は全米平均よりも少ない。中西部の諸州の金額は全米

平均とほぼ同様の水準であり、南部に分類されている多

くの諸州でも、全米平均とほぼ同水準またはそれよりも

少ない。カリフォルニア州とテキサス州の州民１人当た

り支出は全米平均よりも約６００ドル少ない一方で、

ニューヨーク州では州民１人当たり６，５３７ドルの人的医

療支出が費やされており、それは全米平均よりも１，２５４

ドルも多い。

４ 医療保障の加入状況と医療費の動向

医療保障の加入状況は次第に変化しており、１９８０年代

後半以降には雇用主提供医療保険の加入率の減少傾向と

医療扶助の加入率の漸進的な増加が生じている。表３

は、全米レベルでの集計が開始された１９８７年から２００９年

までの医療保障の加入状況の推移である。民間医療保険

の加入率は１９８７年には７５．５％であったが２００９年には

６３．９％になり、この期間に１１．６ポイントも減少した。医

療扶助の加入率が同期間に８．４％から１５．７％へと７．３ポイ

ント増えたが、民間医療保険の加入率の減少分を補うま

でには至らず、結果として無保険率は１２．９％から１６．７％

へと同期間に３．８ポイント増加した。

このような全米レベルでの変化は、雇用主提供医療保

険の加入率の減少と医療扶助の加入率の増加という基本

トレンドの下で、地域ごとに多様な形で進んでいる。す

なわち、人口構成や産業構造や就業構造などの変化は地

域ごとに多様であり、しかも地域市場も多様に発展して

きたがゆえに、それらの変化が雇用主提供医療保険の加

入率に及ぼす影響も地域ごとに異なるのである。さら

に、州政府や地方政府による医療扶助の運営方針や実施

状況なども各地域で異なるがゆえに、医療扶助の加入率

にも地域差が生じている。

こうした変化が適用状況の構成の変化として特に明確

に現れるのは２０００年以降である。雇用主提供医療保険の

加入率は、好景気から不況局面に転じる時期である２０００

年には６４．２％であったが２００９年には５５．８％になり、この

９年間で８．４ポイントも減少した。これは１９８７年から

２００９年の期間における６．３ポイントという減少幅を上回

るものであり、各企業による雇用主提供医療保険の方針

転換が顕在化したことを示している５。一方で、医療扶

４人的医療支出（Personal Health Care Expenditure）は、

一定の病気などの状態にある人々のために使われた治療

費の合計であり、入院費、外来費、在宅医療にかかわる

費用、薬剤費などで構成される。それに対して国民医療

支出（National Health Expenditure）は、人的医療支出に

行政費または事務費や民間医療保険の純費用（保険会社

などの保険料の収入総額や保険給付費の総額などを調整

したもの）や医学研究費などを加えたものである。詳細

はU. S. Department of Health and Human Services, Centers

for Medicare and Medicaid Services（２０１１）を参照。
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人口 人的医療支出

人数

（万人）

構成比

（％）

支出額

（億ドル）

構成比

（％）

人口１人当
たり支出額
（ドル）

北
東
部

【ニュー・イングランド】
コネティカット ３４９ １．２ ２２２ １．４ ６，３６１
ニューハンプシャー １３０ ０．４ ７１ ０．５ ５，４６２
ヴァーモント ６２ ０．２ ３８ ０．２ ６，１２９
マサチューセッツ ６４４ ２．２ ４３０ ２．８ ６，６７７
メイン １３１ ０．４ ８６ ０．６ ６，５６５
ロードアイランド １０８ ０．４ ６７ ０．４ ６，２０４
【ミドル・アトランティック】
ニュージャージー ８６８ ３．０ ５０４ ３．２ ５，８０６
ニューヨーク １，９２９ ６．６ １，２６１ ８．１ ６，５３７
ペンシルヴェニア １，２３８ ４．２ ７３４ ４．７ ５，９２９

中
西
部

【東北中央部】
イリノイ １，２７１ ４．３ ６７３ ４．３ ５，２９５
インディアナ ６２２ ２．１ ３３０ ２．１ ５，３０５
ウィスコンシン ５５０ １．９ ３１２ ２．０ ５，６７３
オハイオ １，１４６ ３．９ ６５６ ４．２ ５，７２４
ミシガン １，００９ ３．４ ５１０ ３．３ ５，０５５
【西北中央部】
アイオワ ２９５ １．０ １５９ １．０ ５，３９０
カンザス ２７４ ０．９ １４７ ０．９ ５，３６５
サウスダコタ ７７ ０．３ ４１ ０．３ ５，３２５
ネブラスカ １７５ ０．６ ９８ ０．６ ５，６００
ノースダコタ ６４ ０．２ ３７ ０．２ ５，７８１
ミズーリ ５７５ ２．０ ３１３ ２．０ ５，４４３
ミネソタ ５０９ １．７ ２９５ １．９ ５，７９６

南
部

【サウス・アトランティック】
ウェストヴァージニア １８１ ０．６ １０８ ０．７ ５，９６７
サウスカロライナ ４２０ １．４ ２１５ １．４ ５，１１９
ジョージア ８９４ ３．０ ４１１ ２．６ ４，５９７
デラウェア ８３ ０．３ ５２ ０．３ ６，２６５
ノースカロライナ ８５３ ２．９ ４４３ ２．９ ５，１９３
ヴァージニア ７４７ ２．５ ３６０ ２．３ ４，８１９
フロリダ １，７３７ ５．９ ９５２ ６．１ ５，４８１
メリーランド ５５５ １．９ ３１０ ２．０ ５，５８６
ワシントンD.C. ５８ ０．２ ４８ ０．３ ８，２７６
【東南中央部】
アラバマ ４５２ １．５ ２３２ １．５ ５，１３３
ケンタッキー ４１４ １．４ ２２７ １．５ ５，４８３
テネシー ５８９ ２．０ ３２２ ２．１ ５，４６７
ミシシッピ ２８９ １．０ １４６ ０．９ ５，０５２
【西南中央部】
アーカンソー ２７５ ０．９ １３４ ０．９ ４，８７３
オクラホマ ３５２ １．２ １７３ １．１ ４，９１５
テキサス ２，２５２ ７．７ １，０３６ ６．７ ４，６００
ルイジアナ ４５０ １．５ ２２７ １．５ ５，０４４

西
部

【山岳部】
アイダホ １４０ ０．５ ６２ ０．４ ４，４２９
アリゾナ ５７５ ２．０ ２３６ １．５ ４，１０４
コロラド ４６０ １．６ ２１７ １．４ ４，７１７
ニューメキシコ １９０ ０．６ ８５ ０．５ ４，４７４
ネヴァダ ２３３ ０．８ １０７ ０．７ ４，５９２
モンタナ ９３ ０．３ ４７ ０．３ ５，０５４
ユタ ２４２ ０．８ ９６ ０．６ ３，９６７
ワイオミング ５１ ０．２ ２７ ０．２ ５，２９４
【海洋部】
アラスカ ６６ ０．２ ４２ ０．３ ６，３６４
オレゴン ３５９ １．２ １７５ １．１ ４，８７５
カリフォルニア ３，５８４ １２．２ １，６６２ １０．７ ４，６３７
ハワイ １２６ ０．４ ６２ ０．４ ４，９２１
ワシントン ６２１ ２．１ ３１６ ２．０ ５，０８９

全米 ２９，３６４ １００．０ １５，５１３ １００．０ ５，２８３

表２ 各州の人口と人的医療支出（２００４年）

出所）U. S. Department of Health and Human Services, Centers for Medicare and Medicaid Servicesのウェブサイト
（https : //www.cms.gov/NationalHealthExpendData/downloads/res−states.pdf）；U. S. Census Bureauのウェブサイト
（http : //www.census.gov/geo/www/us_regdiv.pdf#search=’census bureau region map’）より作成。
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助の加入率は同期間に１０．６％から１５．７％に５．１ポイント

も増加しており、それは１９８７年から２００９年の間における

７．３ポイントの増加の約７割分を占めている。医療扶助

の加入率が大きく増加したとはいえ、無保険率は２０００年

から２００９年にかけて増加しており、無保険者に対する医

療保障の重要性がますます高まっている。

医療保障の加入状況の変化と並行して、医療費の膨張

もほぼ一貫して続いている。図１に示されるように、医

療の消費者物価指数は年を追うごとに高まる一方であ

り、その増加速度は特に１９８０年代以降のほぼすべての年

について全商品の消費者物価指数の平均を上回ってい

る。

１９８７ １９８８ １９８９ １９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６

人
数
（
万
人
）

民間医療保険 １８，２１６ １８，２０２ １８，３６１ １８，２１４ １８，１３８ １８，１４７ １８，２３５ １８，４３２ １８，５８８ １８，７４０
雇用主提供医療保険 １４，９７４ １５，０９４ １５，１６４ １５，０２２ １５，００８ １４，８８０ １４，８３２ １５，９６３ １６，１４５ １６，３２２
個人加入医療保険 N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A ３，１３５ ３，０１９ ２，８３４
公的医療保障 ５，６２８ ５，６８５ ５，７３８ ６，０９７ ６，３８８ ６，６２４ ６，８５５ ７，０１６ ６，９７８ ６，９００
メディケイドとCHIP ２，０２１ ２，０７３ ２，１１９ ２，４２６ ２，６８８ ２，９４２ ３，１７５ ３，１６５ ３，１８８ ３，１４５
メディケア ３，０４６ ３，０９３ ３，１５０ ３，２２６ ３，２９１ ３，３２３ ３，３１０ ３，３９０ ３，４６６ ３，５２３
軍人の医療保障 １，０５４ １，０１１ ９８７ ９９２ ９８２ ９５１ ９５６ １，１１７ ９３８ ８７１
無保険 ３，１０３ ３，２６８ ３，３３９ ３，４７２ ３，５４５ ３，８６４ ３，９７１ ３，９７２ ４，０５８ ４，１７２
合計 ２４，１１９ ２４，３６９ ２４，６１９ ２４，８８９ ２５，１４５ ２５，６８３ ２５，９７５ ２６，２１１ ２６，４３１ ２６，６７９

構
成
比
（
％
）

民間医療保険 ７５．５ ７４．７ ７４．６ ７３．２ ７２．１ ７０．７ ７０．２ ７０．３ ７０．３ ７０．２
雇用主提供医療保険 ６２．１ ６１．９ ６１．６ ６０．４ ５９．７ ５７．９ ５７．１ ６０．９ ６１．１ ６１．２
個人医療保険 N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A １２．０ １１．４ １０．６
公的医療保障 ２３．３ ２３．３ ２３．３ ２４．５ ２５．４ ２５．８ ２６．４ ２６．８ ２６．４ ２５．９
メディケイドとCHIP ８．４ ８．５ ８．６ ９．７ １０．７ １１．５ １２．２ １２．１ １２．１ １１．８
メディケア １２．６ １２．７ １２．８ １３．０ １３．１ １２．９ １２．７ １２．９ １３．１ １３．２
軍人の医療保障 ４．４ ４．１ ４．０ ４．０ ３．９ ３．７ ３．７ ４．３ ３．５ ３．３
無保険 １２．９ １３．４ １３．６ １３．９ １４．１ １５．０ １５．３ １５．２ １５．４ １５．６
合計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

表３ 医療保障の加入状況の推移

※１ 同じ者が複数の医療保障を得ている場合があるので、各項目を足し合わせた人数と合計の人数が異なる。
※２ 統一的な資料に基づいて推移を示すために、CMSによる集計が開始された１９８７年以降の実績を示した。
出所）U. S. Department of Health and Human Services, Centers for Medicare and Medicaid Servicesのウェブサイト（http : //www.cen-
sus.gov/hhes/www/hlthins/data/historical/original.html；http : //www.census.gov/hhes/www/hlthins/data/historical/index.html）より作成。

図１ 消費者物価指数の対前年比増加率の推移

出所）U. S. Department of Labor, Bureau of Labor Statisticsのウェブサイト（http : //www.bls.gov/cps/#data）より作成。
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医療価格の高騰や医療サービスの消費量の増加などの

結果、医療費は年を追うごとに増加している。表４は、

１９６０年から２００９年までの期間における国民医療支出の推

移である。

第１に、国民医療支出の名目額は、医療価格の高騰が

特に顕著であった１９７０年代から１９９０年代初頭にかけて急

速に増加し、その後も膨張トレンドは存続している。名

目額は１９６０年から１９７０年までの１０年間で２．８倍に増加

し、１９７０年から１９８０年までの期間には増加倍率が３．４倍

にまで大きくなり、１９８０年から１９９０年までの期間にも

２．８倍に大きく膨張した。１９９０年から２０００年までの間の

増加倍率は１．９倍に抑制されたが、医療費の抑制が実現

したとは言い難く、２０００年から２００９年までの期間にも

１．８倍に膨張している。

第２に、物価変動による影響を除去した国民医療支出

の実質額も一貫して増加しているが、その増加速度は減

速する傾向にある。実質額についても１０年ごとの増加倍

率を比較すると、１９６０年から１９７０年までの期間における

１．８倍の増加をピークに、その後は増加幅が次第に小さ

くなり、１９９０年から２０００年までの期間と２０００年から２００９

年までの１０年間にはそれぞれ１．２倍と１．３倍の増加に抑制

された。

第３に、その一方で、国民１人当たりの国民医療支出

の実質額は増加し続けている。それは１９６０年から１９９０年

にかけて一貫して増加した後に、１９９０年から１９９０年代末

までの期間にはほぼ横ばいで推移したが、２０００年から

２０００年代の半ば頃には増加幅が再び拡大している。２０００

年代の後半以降には、その金額はほぼ横ばいで推移して

いるが、医療価格は高騰し続けており、医療保険の保険

料や患者一部負担は多くの人々にとって手が届く（af-

fordable）金額からますます遠ざかっている。

第４に、国民医療支出の対GDP比率は２０００年以降にも

増加しており、不況の下で医療費の膨張が続いている。

それは１９８０年代から１９９０年代初頭にかけて大きく増加

し、１９９０年代の後半頃から２０００年までの間には経済成長

が実現したことで対GDP比率が横ばいで推移したが、景

気後退の局面に突入した２０００年頃から２００９年にかけて再

び増加している。

第５に、国民医療支出の構成も変化しており、１９９０年

代以降には雇用主提供医療保険を中心とする民間医療保

険の支出額の支出総額に占める比重がほぼ横ばいで推移

している一方で、公的医療保障制度の支出額の比重は次

第に高まっている。公的医療保障制度の主軸をなすメ

ディケアとメディケイドとCHIPの支出額の比重は、

１９９０年には２５．４％であったが２００９年には３５．７％になり、

この期間に１０．３ポイントも増加した。本書で具体的に明

らかにするように、１９９０年代後半以降に実施された医療

１９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９
１８，８５３ １９，０８６ ２０，０７２ ２０，２７９ ２０，１７０ ２０，０８９ １９，９８７ ２０，０９２ ２０，１１７ ２０，１６９ ２０，１９９ ２０，０９９ １９，４５５
１６，５０９ １６，８５８ １７，６８４ １７，９４４ １７，８２６ １７，７１０ １７，５８４ １７，６２５ １７，６９２ １７，７１５ １７，７４５ １７，６３３ １６，９６９
２，７１６ ２，５９５ ２，７７３ ２，６８０ ２，６３１ ２，６８５ ２，６７８ ２，７５５ ２，７０６ ２，７０７ ２，６６７ ２，６７８ ２，７２２
６，６６９ ６，６０９ ６，７６８ ６，９０４ ７，１３０ ７，３６２ ７，６７６ ７，９４９ ８，０２１ ８，０２７ ８，３０３ ８，７４１ ９，３１７
２，８９６ ２，７８５ ２，８５１ ２，９５３ ３，１６０ ３，３２５ ３，５６５ ３，７９６ ３，９１０ ３，８２８ ３，９５５ ４，２６４ ４，７７６
３，５５９ ３，５８９ ３，６９２ ３，７７４ ３，８０４ ３，８４５ ３，９４６ ３，９７０ ４，０１８ ４，０３４ ４，１３８ ４，３０３ ４，３４４
８５３ ８７５ ８６５ ９１０ ９５５ １，００６ ９９８ １，０７９ １，１１７ １，０５５ １，０９６ １，１５６ １，２４１
４，３４５ ４，４２８ ３，８７７ ３，８４３ ３，９７６ ４，２０２ ４，３４０ ４，３５０ ４，４８２ ４，７００ ４，５６６ ４，６３４ ５，０６７
２６，９０９ ２７，１７４ ２７，６８０ ２７，９５２ ２８，５９３ ２８，５９３ ２８，８２８ ２９，１１７ ２９，３８３ ２９，６８２ ２９，９１１ ３０，１４８ ３０，４２８
７０．１ ７０．２ ７２．５ ７２．５ ７０．５ ７０．３ ６９．３ ６９．０ ６８．５ ６８．０ ６７．５ ６６．７ ６３．９
６１．４ ６２．０ ６３．９ ６４．２ ６２．３ ６１．９ ６１．０ ６０．５ ６０．２ ５９．７ ５９．３ ５８．５ ５５．８
１０．１ ９．５ １０．０ ９．６ ９．２ ９．４ ９．３ ９．５ ９．２ ９．１ ８．９ ８．９ ８．９
２４．８ ２４．３ ２４．５ ２４．７ ２４．９ ２５．７ ２６．６ ２７．３ ２７．３ ２７．０ ２７．８ ２９．０ ３０．６
１０．８ １０．２ １０．３ １０．６ １１．１ １１．６ １２．４ １３．０ １３．３ １２．９ １３．２ １４．１ １５．７
１３．２ １３．２ １３．３ １３．５ １３．３ １３．４ １３．７ １３．６ １３．７ １３．６ １３．８ １４．３ １４．３
３．２ ３．２ ３．１ ３．３ ３．３ ３．５ ３．５ ３．７ ３．８ ３．６ ３．７ ３．８ ４．１
１６．１ １６．３ １４．０ １３．７ １３．９ １４．７ １５．１ １４．９ １５．３ １５．８ １５．３ １５．４ １６．７
１００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

５長谷川（２０１０）は、企業保障としての雇用主提供医療

保険をアメリカの医療保障システムの中核としてとら

え、１９９０年代以降のグローバル化が雇用主提供医療保険

の再編を促す要因であることを指摘している。それに対

して本稿では、雇用主提供医療保険が地域の医療サービ

ス市場と医療保険市場を基盤として構築されているとい

う点に着目し、地域市場の多様な発展が、公的医療保障

制度も含めたアメリカの医療保障システム全体の基盤に

なっていることを指摘している。雇用主提供医療保険

は、単に加入者の規模が大きいからではなく、システム

全体の基盤である地域市場の発展を先導してきた制度で

あるからこそ、システムの主軸なのである。
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保障システムの再編は、こうした地域市場への財政資金

の投入を不可欠な条件とするものであった。

国民医療支出のうち傷病の治療費のみを集計した人的

医療支出は、地域差のいっそうの拡大を伴いながら増加

している。１人当たり人的医療支出の全米平均は、１９９１

年から１９９８年の期間に２，６４５ドルから３，６６３ドルへと

１，０１８ドル増加したが、１９９８年から２００４年にかけてはそ

の増加幅がいっそう拡大し、同期間に３，６６３ドルから

５，２８３ドルへと１，６２０ドルも増加した。Martin et al．

（２００７）はこうした変動について、１９９１年から１９９８年ま

での時期についてはマネジドケアのシステムが各地域に

浸透したことによる影響が大きい一方で、１９９８年から

２００４年までの期間にはマネジドケアの手法の厳密な適用

がいくらか緩和されたことや連邦政府や州政府による医

療政策の実施が支出を押し上げる効果をもたらしたこと

を指摘している６。これらはいずれも地域市場を変動さ

せる直接の要因であり、医療保障の加入状況や地域市場

の多様性が医療費の地域差をもたらしているのである。

むすびにかえて

アメリカの医療保障システムは、各地域の医療サービ

ス市場や医療保険市場を基盤として成り立っている。地

域市場の多様性は、医療保障の加入状況や医療費に地域

差をもたらす主な要因であり、地域性に基づく多様性が

システム全体を貫徹する論理である。それは、公的部門

による強力な統制の下で実施されているヨーロッパ諸国

の医療保障システムとは大きく異なるアメリカ的な特質

であるといえよう。

以上のような地域市場を基盤とする医療保障システム

と医療費の地域間の多様性をふまえて、アメリカの医療

保障システムの主軸である雇用主提供医療保険と地域市

場の発展について考察することと、公的医療保障制度と

割引診療やフリーケアが地域市場を基盤として構築され

ているという重要な特質について、各地域における各制

度の具体的な内容に即して明らかにすることを今後の研

究課題としたい。
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民間医療保険／支出総額（％） ２２．２ ２０．０ ２７．０ ３２．３ ３２．２ ３２．１ ３２．１ ３１．８ ３１．８
メディケアと医療扶助／支出総額（％） ― １７．３ ２４．６ ２５．４ ２７．１ ２８．４ ２９．５ ３１．０ ３２．０
国民医療支出の対GDP比率（％） ５．１ ７．２ ９．２ １２．５ １３．２ １３．５ １３．８ １３．７ １３．９

６Martin et al. (2007), p. w653.

表４ 国民医療支出の推移

※１ 消費者物価指数（医療）による実質額（１９８２年から１９８４年の加重平均を１００とする）。
※２ 統一的な資料に基づいて推移を示すために、CMSによる集計が開始された１９６０年以降の実績を示した。
出所）U. S. Department of Health and Human Servicesのウェブサイト（http : //www.cms.gov/NationalHealthExpendData/02_Nation-
alHealthAccountsHistorical.asp#TopOfPage）；U. S. Department of Labor, Bureau of Labor Statisticsのウェブサイト（http : //www.bls.
gov/cpi/#data）；U. S. Department of Commerce, Bureau of Economic Analysisのウェブサイト（http : //www.bea.gov/national/nipaweb
/TableView.asp?SelectedTable=5&ViewSeries=NO&Java=no&Request3Place=N&3Place=N&FromView=YES&Freq=Year&FirstYear=
1929&LastYear=2010&3Place=N&AllYearsChk=YES&Update=Update&JavaBox=no）より作成。
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Abstract：This paper examines the characteristic of health security system in the United

States emphasizing a focus on the relationship between the system and local market. Health

security system in the United States is based on local market and diverse development of local

markets creates the diversity of the system. Local initiatives and diversity are fundamental

logic of health security system in the United States.
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